
 

 地

基づく

坂町

平成

計算書

（連

 

１

ま

け

１

 

 

２

 

 

 

３

 

 

額

投

し

 

に

計

が

3億

地方公共

く財務諸

町におい

２３年度

書」を加

連結対象

 貸借

貸借対

た、こ

賄って

 公共

有形

売却

 投資

投資

長期

の）、

回収

見込

 流動

資金

未収

資産の

額が上回

投資等へ

して 4.6
負債の

に頼らな

計額は前

純資産

増加し

59億

福祉

億3,665
(1.1%

環

7億

産業

7億4,1
（2.4

共団体

諸表」

いては

度決算

加えた

象範囲

借対照表

対照表は

これらの

てきたか

①

共資産 
形固定資

却可能資

資等 
資及び出

期延滞債

 
収不能見

込まれる

動資産 
金（歳計

収金 他

の部では

回ったこ

への計上

億円増

の部では

ない行政

前年度と

産の部は

したこと

教育

億3,999
(19.1%

祉

5万円

%)

環境衛生

億8,967万
（2.5%）

業振興

24万円

4%）

は、限

を整備

、総務

から新

４つの

：普通

表（バラ

は、坂町

の財産を

かを対照

① 資産

町が保

資産（道

資産 

出資金、

債権（町

見込額

もの） 

計現金+財
他 

は、建物

こと、大

上額が増

増加して

は、臨時

政運営を

と比較し

は、前年

とを表し

9万円

%)

生

万円

1億

地方

られた

するこ

省が示

しい基

表（連

会計、

ランスシ

町が住民

を②将来

照的に示

産の部【

保有して

道路・学

貸付金

町税など

（長期延

財政調整

物等の減

大きな公

増えたこ

ています

時財政対

を推進し

して 1.3
年度から

していま

消防

億1,758
(0.4%

有形

方公会

た資源を

とを、

示した基

基準に基

連結財務

公営企

シート）

民サービ

来の世代

示してい

【386.8 億

ている資

学校などの

金、基金

どの滞納

延滞債権

整基金+減

減価償却

公共事業

ことなど

す。 
対策債等

しており

億円減

ら 5.9 億

ます。

防

8万円

%)
30

形固定資

会計制

を有効活

方針と

基準（旧

基づいた

務四表）

企業会計

  

ビスを提

代が負担

います。

億円】

資産 

の土地や

金等、

納が長期

権のうち

減債基金

却費より

業に備え

どにより

等の増発

り、お金

減少して

億円増加

総務

0億2,77
（9.8%

資産の

制度に基

活用し、

として国

旧総務省

た「貸借

を作成

計、特別

提供する

担するも

左右の

 

333
や建物）

27

に及んで

回収が不

2

金）：23

りも新た

えるため

り、資産

発はある

金を借り

ています

加してい

務

71万円

%）

行政目

有形固定

基づく

（平成２

自主的

国から示

省方式）

借対照表

成・公表

別会計、

るための

もの（負

の合計が

3.6 億円

、 

7.7 億円

でいるも

不可能と

25.5 億円

.9 億円

たに形成

めの基金

産の合計

るものの

りた額よ

す。 
いますが

目的別割

定資産計

1/2

 

く連結

２５年度

 

 

的により

示されて

に基づ

表」に「

表してい

一部事

の①建物

負債）と

が一致し

円 １

円 ２

も

と

円

、

成した有

金への積

計額は、

の、地方

よりも返

が、この

生

2

割合

計  310 億

財務諸

度決算）

り良いま

ています

づき貸借

「行政コ

います。

事務組合

物や現金

と③現在

している

１ 固定

地方

退職

た場

２ 流動

翌年

有形固定

積立て等

、前年度

方債（町

返済した

の分、

生活イン

国土保

201億1,5
円

(64.7

億 6,798 万

諸表の

） 

まちづく

す。 
借対照表

コスト計

 
合・広域

金などの

在まで

ることか

定負債

方債、

職手当引

場合に必要

動負債

年度償還

③

現

資産形

定資産

等によ

度と比較

町の借金

た額の方

これま

フラ・

保全

514万

%)

万円 

の公表に

くりを行

表（バラ

計算書」

域連合、

の財産

の世代

からバ

② 負債

将来世

引当金

要な退職

還予定地

③純資

現在まで

形成に使

 

の 
る 
較 

金） 
方が多

での世

につい

行ってい

ランスシ

、「純資

地方公

（資産）

が負担

ランス

債の部

世代が負

（全職員

職手当の見

地方債、

産の部

での世代

使った

かった

代が負

負債
「翌年
には、
付税の
臨時財
まれて
債の元
から交
れます

公共
では、
営住宅
国土保
中学校
「教
83.8％
舎など
他）」
います

いて 

いくた

シート）

資産変動

公社）

（平成

）を現在

担したも

シート

【104.0
負担す

員が年度末

見込み額

賞与引

部【282.
代が負担

町税や

ことな

担し将

債の部の
年度償還

普通会
の補てん
財政対策
ており、
元利償還
交付税に
す。

共資産
道路や

宅などの
保全（土
校や町民
育（教
％を占め
どの「総
部門が

す。

め、「新

）を作

動計算書

26 年 3
在いくら

の（純

とも呼

0 億円】

るもの

末に普通

額） 

引当金

8 億円

担したも

国県補

などの要

将来世代

のうち、
還予定地
会計にお
んとして
策債 28
この臨

還金は、
により全

中の有
や公園、
の「生活
土木費）
民セン
教育費
めており
総務（総
が高い割

新地方公

成して

書」及び

3 月 31
ら持って

純資産）

呼ばれて

】 
 

通退職し

】 
もの 

補助金等

要因で、

代に引き

「地方債
地方債」
おける地
て借り入
8.6 億円
臨時財政

後年度
全額補て

有形固定
下水道

活インフ
」部門、

ンターな
）」部
り、次い
総務費・
割合とな

公会計制

きまし

び「資金

日現在

ているか

でどれ

ています

94.4 億

たと仮定

9.6 億

等 

負債の

き継ぐ財

債」と
」の中
地方交
入れた
円が含
政対策
度、国
てんさ

定資産
道、公
フラ・
、小・

などの
門が

いで庁
・その
なって

 

制度に

したが、

金収支

在） 

か、

れだ

す。 

億円 

定し

億円 

 

の合

財産



2/2 

２ 資金収支計算書 
（平成 25 年 4 月 1 日~平成 26 年 3 月 31 日）

 ３ 純資産変動計算書 
（平成 25 年 4 月 1 日~平成 26 年 3 月 31 日） 

１年間の歳計現金（資金）の出入りや資金残高を３つ

の区分（活動）に分けて、表示したものです。 
 貸借対照表に計上されている純資産（現在までの世代

が負担したもの）が１年間でどのように変動したかを示

しています。 
平成 24 年度末歳計現金残高 21.9 

億円

 平成 24 年度末純資産残高 276.9  
億円 

１ 経常的収支 15.4 
億円

 当年度増減額 5.9  
億円 

 収入 
（町税、地方交付税、保険料など） 

95.6 
億円

  純経常行政コスト △57.0  
億円 

 支出 
（人件費、物件費、扶助費など） 

80.2 
億円

  一般財源等 
（町税、地方交付税等） 

34.3  
億円 

２ 公共資産整備収支 △4.2 
億円

  補助金等 
（国・県からの補助金等） 

29.2  
億円 

 収入 
（国県補助金、地方債など） 

8.2 
億円

  臨時損益 0.9  
億円 

 支出 
（公共資産整備支出金など） 

12.4 
億円

  資産評価替えによる変動額 △1.4  
億円 

３ 投資・財務的収支 △9.1 
億円

 平成 25 年度末純資産残高 
（=貸借対照表「純資産の部総額」）

282.8  
億円 

 収入 
（貸付金回収額など） 

4.0 
億円

    

 支出  
（基金積立金、地方債償金、貸付金など） 

13.1 
億円

    

平成 25 年度末歳計現金残高 
（＝貸借対照表「資金」） 

23.9 
億円
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４ 行政コスト計算書 
（平成 25 年 4 月 1 日~平成 26 年 3 月 31 日）

 １年間の行政活動のうち福祉活動やごみの収集といった資産

形成に結びつかない行政サービスにかかる経費と、そのサービ

スの対価として町民の皆様が直接負担した使用料や負担金等と

を対比させたものです。 
経常行政コスト 90.0 

億円

 人にかかるコスト 
（職員の給与、退職手当など行政サービスの担い

手である職員に要するコスト） 

8.4 
億円

 物にかかるコスト 
（光熱水費、修繕費、委託料、減価償却費など町

が最終消費者となっているコスト） 

17.7 
億円

 移転支出的なコスト 
（社会保障給付、補助金、他会計への繰出金など

他の主体に移転して効果が発生するコスト） 

61.5 
億円

 その他のコスト 
（災害復旧費、公債費利子など上記に属さないコ

スト） 

2.4 
億円

－  
経常収益 
（施設の使用料や手数料、負担金、保険料など町が行政

コストの財源として受け取る収入） 

33.0 
億円

＝  
純経常行政コスト 
（経常行政コストから経常収益を差し引いた純粋な行

政コスト） 

57.0 
億円

１年間で資金が 2.0 億円増加し、平成 25 年度末の資金は 23.9 億円になりました。

経常的収支の黒字部分を資産整備やそのための借入金の返済に充てています。 

[ ※ 表中、四捨五入表示のため合計が一致しない箇所があります。 ] 

純資産は１年間で、5.9 億円の増加となりまし
た。行政コスト計算書で算定された純経常行政コ
スト 57.0 億円は、一般財源等（町税や地方交付
税等）、補助金等（国・県補助金等）で賄うこと
ができています。純資産の増減は、将来世代に引
き継ぐ財産の増減を意味しています。


